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● WHO/WPROインターンシップ体験記

WHO西太平洋地域事務局での

インターンシップを経験して

群馬大学大学院保健学研究科准教授昔f 田 朋 美：
WHO西太平洋事務局の外観
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●はじめに

私は2014年10月1日から2015年3月31日まで

(6ヶ月間）、フィリピン、マニラにあるWHO西太平

洋地域事務局(WPRO:WesternPacific Regional 

Office)にてインターンシップ研修を経験したので、

ここに報告する。

●背景

私が教員として所属する群馬大学は、保健学科設

置当初よリ、看護学、検査技術科学、理学療法学、作

業療法学の各4専攻の専門領域の枠を超えたチー

ム医療の重要性に着目した「チームワーク実習」教

育を行っている。この取り組みは文部科学省のGP

(Good Practice)事業にも選定され、チーム医療

教育（多職種連携教育）の経験・実績を蓄積すると

ともに、教育手法や教育内容、その効果について英

文論文の報告を行い、世界に向けて発信してきた。

こうした活動を通し、2013年7月22日に、群馬大学

はWHOコラボレーションセンター「多職種連携教育

研究研修センター」の指定を受け、WHO/WPRO

の多職種連携教育・協働に対する取組の普及、教

育効果のエビデンスの収集、ワークショップの開催

および教育者ならびに保健医療関係者に対する研

修コースの開催など、積極的な活動を行っている。

今回の私のインターンシップ研修も、このWHOコ

ラボレーションセンターの業務の一環として行われ

た。
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● WHO/WHO西太平洋地域事務局について

WHOには194の国が加盟しており、その加盟国

が主体となり活動する保健に関する国連の特別機

関である。スイス、ジュネーブには本部事務局があり、

その他6つの地域事務局、 147の国事務所がある。

地域事務局の一つに、日本も加盟国であるWPRO

がある。WPROには、37の固と地域が加盟しており、

他の地域事務局の中でも最大の面積を占め、 18億

人を超える人口を持ち、人種・言語・文化に多様性が

あリ、保健・社会経済における大きな格差を持つ地

域でもある。現在までのWPROの主な実績として、

「小児麻痺の根絶」、「結核の低減」、「インフルエンザ

流行への対応］等が挙げられる。

●保健人材育成と多職種運携教育の現状

WHOでは、 1978年にプライマリ・ケアの観点か

ら多職種連携が注目され始め、 1988年以降は世界

的な保健人材育成問題が深刻化する中、"Working

Together for Health"という呼びかけとともに多

職種連携を基にした保健医療人材育成が実践され

ている。その後2010年には、多職種連携教育のガ

イドラインも発行され、現在、教育手法の確立、多職

種連携教育をテーマとした研究の促進、教育効果の

エビデンスの確立を行っている。また多職種連携教

育が古くから行われてきた英国、米国、ヨーロッパ諸

国の先進国では、医療事故の主な原因として医療従

事者同士のコミュニケーション不足があることが指

摘されておリ、その解決策として多職種連携教育を

カリキュラムに導入し、医療従事者同士の理解とコ

ミュニケーションが医療安全の強化と質向上に繋が

ることを目標に教育を行っている。また我が国を始

め、近年、急速な高齢化に伴う相対的な保健人材不

足が懸念されており、これらの問題を補うためにも、

専門的な知識を持つ医療人材育成だけにとどまら

ず、地域住民やコミュニティーと連携しながら、地域

に合った医療環境を作り上げていくための多職種



連携教育も一般人を対象に行われ始めている。

●今回の研修活動と成果

今回、私は6ヶ月間、DHS(Divisionof Health 

System)の中のHRH(HumanResource for Health) 

にて研修を行った。今回の研修では、「WHO西太平

洋地域における多職種連携教育の現状把握」をテー

マに、WHOWorld Directory of Medical 

Schoolsをデータベースとして用い、インターネット

を用いた検索を行った。

西太平洋地域にて、古くより多職種連携教育を行

っているのは、オーストラリア、ニュージーランドで

あり、多くの医学教育大学のカリキュラムとして取り

入れられている。この教育は、近年、日本でも広がリ

つつあるが、同時にシンガポール、マレーシア、フィ

リピンなどの新興国でも、積極的なカリキュラム導

入がなされていることが、今回の調査にてわかった。

教育手法に関しては様々で、オンラインを用いてデ

ィスカッションを行うようなWeb-based手法もあ

れば、実際に病棟で研修を行う手法また、実際に人

材不足を抱える地域コミュニティーまで出向き、実

習を行う手法など、各々の国の中でも多種多様な手

法を用いて教育が行われていた。また西太平洋地域

では、加盟国の多くが島嶼国であり、保健医療人材

育成の不足を課題として抱えている国々も多いが、

未だ教育が開始されていないのが現状である。また

西太平洋地域は、英語を母国語としている国は少な

く、英語表記だけで検索を行う調畜には限界がある

こともわかった。

●研修を終えて

今回、国際保健機関での研修経験を経て、国際社

会の中の“日本の位置づけ"、そして‘‘日本人として

の意義＂をしっかリ持つことの重要さを学んだ。この

視点を持つことにより、WHOやその加盟国に、どの

ょうな貢献や支援ができるのかをしっかり見据える

ことが出来てくる。またそれと同時に、西太平洋地域

事務局があるフィリピン、マニラにて生活し、常に西

太平洋地域の最新情報に触れる環境にて研修を行

うことにより、各加盟国の現状や何を必要としている

のかを正確に把握し、現地のニーズに合った支援・貢

献を行うことが重要であると感じている。

先進国である日本を始め、オーストラリア、ニュー

ジーランドですでに広がり発展しつつある多職種連

携教育を、保健医療人材不足が深刻化している地域

に普及させていくことは最重要課題であり、我々の

使命である。現在、多様性に富んだ教育手法を用い

ているのが現状ではあるが、今後は西太平洋地域に

共通する利点や特性を見いだし、まだ教育が開始さ

れていない国々への導入の手掛かりを作る支援が

必要であると考える。

最後に、今回の研修を行うにあたリお世話になっ

た厚生労働省の牛尾光宏審議官、WHO西太平洋

地域事務局の葛西健事業統括部長を始め邦人職

員の皆様、野崎澳仁郎教授、WPRO/HRH部門の

Dr. Gulin Gedik、（公社）日本WHO協会様、群馬

大学大学院保健学研究科生体情報検査科学分野の

皆様、渡遵秀臣研究科長、WHO事務局、その他関

係者の皆様にこの場を借リて厚く御礼申し上げます。
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平成26年11月13日・14日に、第1回WPRO地域コ

ラボレーションセンターフォーラムが開催された。

130以上のコラボレーションセンターが参加し、今後

のWHOとの運携体制およびコラボレーションセン

ター同士の連携について様々なディスカッションが

行われた。

第1回WHO西太平洋地域事務局コラボレー
ションフオーラムに参加したHRHチームの集

合写真（後列左から4番目が筆者）

ヽ

箪者が6ヶ月間滞在したコンドミニ

アムから眺めるマニラ湾の夕日
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WHOへの人的貢献を推進しよう 直
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ば企、製feti*
菖繭鰤 金烏の蚊取線香【世界初の除虫菊を含む蚊取線香】が

「璽要科学技術史資料（未来技術迫産）」に登録されました
（国立科学博物館による登録）

? :r 、μ牙iuJ.ぷ.:lJ;・

創業者上山英一郎は、世界初の蚊取線香を 1890(明治23)年に発明。

蚊取線香は世界中に輸出され、マラリア等蚊が媒介する疾病の予防に大きく貢献し、

人々の健康を増進し、現在でも広く用いられています。
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